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－145一   
札幌法学22巻1号（2010）  
るために、「法と経済学」から学ぶことが多いと思われる1。   
比較法と経済学の関係をめぐるこのような状況において、20世紀  








そのDoing Businessレポートで、同じような手法で世界各国の経済  
状況を調査し、ランキング付けを行い、下位の諸国に対し、法の改  
革を促した。ここでも、イギリスのコモンロー起源の諸国のほうが、  









1代表的文献として、Udo Mattei，Comparatiue Law and Economics，Ann   
Arbor：TheUniversityofMichiganPress，1997，（書評・長澤通行「r法と   
経済学」と「比較法学jの融合」［1999］アメリカ法247百）参照。  
2 HeinK6tz，AbschiedvonderRechtskreislehre？ZeitschriPルrEurppdisches   
Priualrecht，1998，493；Jaakko Husa，Clasi且cation of LegalFamilies   
Today；Isit Time払r a MemorialHymn？ReL，ueinternalionalde droil   
coJ叩αr∂2004，11．ただし、両者とも法系論になお一定の効用を認めている。  






とを目的とするものである。   
Ⅲ 「法的起源説」とはなにか－LaPortaetal．（1998）を中心に  
1 LaPortaetaI”LawandFinance（1998）の概要   
「法的起源説」の内容の紹介については、種々の方法がありうるが、  
ここでは初期の代表的論文であるLaPortaetal．，LawandFinance  











いう仮説と一致する。」（1113［本論文の頁数、以下同じ］）   
著者らは、本論文の内容を、6節にわけて論じているので、それ  
3 MathiasM．Siems，StatistischeRechtsvergleichung，72RabelsZ354（2008）；   
SymposiumonLegal0rigins，57ATnericanJournaloFCompaT・aliueLaw   
（以下、AmJCompLと略称）765．とくに後者所収論文が代表的である。  
4 RafaelLa Porta，FlorencioLepez－de－Silanes，AndreiShleifbrand Robert   
W．Vishny，Lawand Finance，106JozLT・naloFLblilicalEconomyll13－   
1155（1998）．4名の経済学者のうち、最初の3名はハーバード大学教授、   
最後のVishnyはシカゴ大学教授である。「法的起源説」については、種々の   
表現があるが、4名の頭文字をとってLLSV説と呼ばれることも多い。  





























5 ここ（1115）で著者らは、法の移植は容易に行われるとするAlan Watson，   
Legal升an印Iants：AnInlT・Oduction10CoTTPaT・aliueLau），Charlottesvi1le：   
Univ．VirginiaPress，1974を引用している。  
－148－   
比較法と経済学（五十嵐）  






























一149－   
札幌法学22巻1号（2010）  




























－150－   
比較法と経済学（五十嵐）  
い60  








的コンセプトの特徴などがあげられる㌔ このアプローチに基  
づいて、学者は、この論稿で議論される事柄と関係する2つの  
大きな法伝統（1egaltradition）、すなわち大陸法と英米法（コ  






6 この論文では、旧社会主義国は除外されたが、その後の論文では、一般にそ  
れらの国も含まれている。  
7 本稿にとっては、この部分は重要なので、ほとんど全訳に近い紹介になって  
いる。  
8 著者らは、ここで法系分類の基準として、Glendon，Gordon，and Osakwe，   
CoTnParatiueLegalT［adilions，St．Paul：West，2nded．1994，4・5を引用し   
ているが、当該箇所には、そのような記述は無い。  
9 著者らは、「法系（legalfamilies）」と「法伝統（1egaltradition）」をこ  
こでは区別し、コモンローと大陸法を「法伝統」とし、大陸法のなかの下位   
グループの区別にさいし、「法系」ということばを使っているようであるが、   
それで一貫しているわけでもない。本稿では、私の持論にしたがい、原則と  
して英米法と大陸法を法系とし、大陸法の下位グループについて「法詳」と   
いう名称を使用する。なお、「法伝統」と「法系」の関係については、五十   
嵐清「法伝統とはなにか」鈴木禄弥先生追悼論集「民事法学への挑戦と新た   
な構築j（創文社、2008年）所収参照。  





























独立の法系として取り扱う。   
コモンロー法系はイングランドの法とそれをモデルとする諸  
国の法を含む。コモンローは、特別の紛争を解決しなければな  






れのサンプルには、18のコモンロー諸国がある。   
諸国を法系に分類するために、われわれは原則としてReynolds  





















10 ThomasH．ReynoldsandArturoA．Flores，FbT・eignhw：Cul・1・enlSozLT・CeS   
o／Codes and Basic LegislalioTlinJurisdlclions oFlhel侮rld，Littleton，   
Colo．，Rothman，1989（未見）  











もすべて省略）。   
（d）若干の概念的争点（1121－1126）（省略）  














を測定するものである。   
①議決権の郵送 若干の国では、株主給会で投票するためには、   
株主は自分で出席するか、代理人を送らなければならない。他  
の国では反対に、株主は投票を会社に郵送することができる。   
その会社は、株主に重要な情報を与え、議決権の行使を容易に  
－154一   
比較法と経済学（五十嵐）  
する。日本では、株主総会は6月末の特定の日に集中し、若干   
の株主に対しては郵送での議決は許されないとして、株主が議   
決権を行使することを困難にしている。  
②総会前における株券のブロック 若干の国では、株主が総会前   
にその株券を会社等に寄託することを、法律で要求されている。   
この実務は、総会の期日のあいだに株主がその株式を売ること  
を妨げるためのものである。  
③累積投票 少数の国は、取締役選任のための累積投票を認めて   
いる。また、少数の国は、取締役会における比例代表のメカニ   
ズムをもっている。これらのルールの効果は、原則として、少   
数株主にかれらの代表を取締役会に送り込むための権能を与え  
ることにある。  
④被圧迫少数株主保護のメカニズム 若干の国は、少数株主に取   
締役によってなされた圧迫に対するメカニズムを与えている。  
このメカニズムは、裁判所において取締役の決定に挑戦する権   
利を含むし、また合併など経営者や株主紀会の基本的な決定に   
反対する少数株主に、株式の再買受を会社に強制する権利を含む。   
⑤新株引受権 若干の国は、株主に新株引受権を与えている。そ   
の権利は、株式が優遇投資者に市場価格以下で発行されること  
による希薄化から、株主を保護することを意図したものである。   





の33％と異なる。   
最初の5つのアンチ取締役権の測定のために、もしそれらの権利  
が少数株主を保護するならば、その国は得点1を待、そうでなけれ  


























保護する一連の法律をもっている。   
第2に、フランス法群諸国は、株主に対し最も悪い法的保護を与  
えている。それは、1株1票（29％）と累積投票（19％）について  
11なおLa Portaらは、その後の論稿では、中間的な場合に0．5を与えている。   
Siems，SupranOte3，357f．参照。  
－156－   
比較法と経済学（五十嵐）  
は平均を示し、新株引受権については平均以上（62％）を示すが、  


























とを示している。   
さらに問題は、法的起源による点数の相違は、一人当たりの収入  
の違いを反映しているかである。この点では、アンチ取締役権の点  











































すべての国が、ある程度両手続きに依存しているからである。   
われわれは、この分析で5つの債権者権の変数を使用する。（∋自  






ることができる。これは明らかにかれらに価値のある権利である。   
②担保付債権者の優先弁済権 若干の国では、担保付債権者に再  
建にさいし担保権を保障しない。これらの明らかにまれな国では、  
担保付債権者は、優先順位において、ガバメントや労働者の後位に  
たつ（たとえばメキシコ）   













ができない。   




おそれは、債権者の権能を高めるであろう。   







































ない。この法群の平均得点は2．33である。   
さいごに、スカンジナビア法群の平均点は2．00である。それは、  












































－162一   
比較法と経済学（五十嵐）  
より一般的にビジネスに対する政府のスタンスを取り扱っている。  
これらの基準のいくつかは、国家成長率に影響を与えている。   
それに加えて、われわれは国家の会計基準（accountingstandards）  


































































（7）結論（1151－52）   
この論稿で、われわれは世界の49カ国の投資者保護に関する法、  
その法の執行の質、および所有の集中を調査した。この分析は、3  




















入のレベルとともにはっきりと改善される。   
第3に、このデータは、国家は貧弱な投資者保護のための代用メ  





























13 以下は、主としてSiems，SuPT・a nOte3，360f．による。  
－166一   
比較法と経済学（五十嵐）  











3 世界銀行のDoingBusinessレポート   
ー連のアメリカの経済学者によって提唱された「法的起源説」は、  
各界に大きな影響を与えたが、それにも増して世界を震撼させたのは、  
2004年よりはじまった世界銀行によるDoing Businessレポートであ  
る。そこで、以下この間題について簡単にふれたい15。   









14 この点については、後潟LaPortaetal．（2008）の紹介（本稿Ⅳ）にゆずる。  
15 以下は、DoingBusiness2008，TheInternationalBankforReconstruCtion   
andDevelopmentPrheWorldBank，2007による。  
一167－   
札幌法学22巻1号（2010）  
















①から⑲までのランキングを総合して、Doing Businessについての  
ランキングがつけられる（日本は、2008年度では12位）。   







く反論をしたのは当然である（後述）。   
この世界銀行のDoing Businessレポートは、発展途上国や体制転  
換国の法の改革に大きな影響を与えたが、他方では、批判も多く、  
16 各指標セットの内容については、β0よルgβレざiれeSβgβ喝69－81参照。  




17 上）0玩g月舶玩eぶざg♂喝6にランキングの一覧表がある。  
－169－   
